
論点案

• 我が国の実質国内総生産は４-６月期の速報値で年率換算６％の成長率。３四半期連続の成長であり、コロナ禍からの回復傾向にある。
他方で、内容的には、消費が物価高の影響等でー0.5％と弱含み。民間企業設備投資も前期比0.0％で横ばいであり、内需が不安定な状
況。新しい資本主義との関係では、春闘及び構造的賃上げによる実質雇用者報酬の改善の継続と、これによる消費拡大を見込む民間
設備投資の向上を中心とした民需主導の経済への移行が鍵ではないか。

• デフレギャップが縮小しつつあることを考えると、供給力の向上が重要ではないか。すなわち、①いかに能力を勘案した投入労働を上昇
させるか（（１）リ・スキリングによる能力向上、（２）新たな人材マネジメントへの改革、（３）成長分野への労働移動の円滑化）、②いかに投入
資本を上昇させるか（（１）国内民間投資促進、（２）社会インフラの整備）、加えて、③いかに生産性を上昇させるか＝イノベーションを進め
るか（（１）スタートアップ振興・労働移動円滑化など企業の参入・退出円滑化、（２）創造性を喚起するエコシステムへの構造改革）といった
点が論点になるのではないか。

• 労働力については、第一に、人口減少による労働供給の不足が日本経済の成長を制約しつつあるのではないか。我が国の労働生産性
＝就業１時間あたりの付加価値は5,006円で、米国の６割弱、OECD38か国中27位。これを改善するため、人への投資を促進するとともに、
中小企業の省力化投資を支援していく必要があるのではないか。

• 第二に、我が国の労働者のエンゲージメント（労働者の士気・熱意）は他の主要国と比較して低い水準にある（士気・熱意がある従業員
の割合は世界平均20％に対して日本は５％）。若手も適材適所で抜擢される、ベテランも、50歳後半での役職定年、60歳以降の継続雇
用といった年齢による一律の雇用制度から、やる気とスキルさえあれば、活躍の機会が得られるよう、ジョブ型の人材マネジメントなどへ
と改革していく必要があるのではないか。

• 第三に、消費を回復させるためには低迷してきた我が国の実質賃金水準を引き上げていく必要があるのではないか。またＤＸやGＸなど
の潮流が労働需要や必要とされるスキルを大きく変化させ、産業の入れ替わりのサイクルも短期化することも勘案し、生涯を通じて新た
なスキルの獲得に努めれば、やりがいのある仕事と高い賃金を得られる社会に移行する必要があるのではないか。その際、リ・スキリン
グについては、離職期間中だけではなく、働きながら取り組む制度や慣習を定着させていく必要があるのではないか。

• 最低賃金については、本年、全国加重平均1,000円を達成したところ（1,004円）。最低賃金法に定める３要件の状況を公労使三者構成の
審議会で毎年審議しながら、国際的な水準等にも鑑み、更なる引上げを行っていく必要があるのではないか。

• 賃金・最低賃金の引き上げについては、中小・小規模企業の労務費の転嫁が１つの鍵になるため、政府・公正取引委員会は実態調査の
結果をとりまとめ、年内に詳細な労務費の転嫁指針を公表すべきではないか。また、人手不足の中小・小規模企業の労働生産性向上の
ため、省力化・省人化投資の支援の強化が必要ではないか。

• 物価上昇の中で、特に処遇水準が低い方々のため、非正規雇用労働者の正規化促進を図るとともに、このための支援制度を強化すべ
きではないか。 1
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• 国内投資促進について、米国・欧州等では、初期投資コスト及びランニングコストが高いが国として戦略的に長期投資が必要となる分野
について、国内立地・投資を促進するため、インフレ抑制法（米国）やグリーンディール産業計画（ＥU)といった制度を設けつつある。我が
国においても、国として戦略的に重要な分野であるにも関わらず、初期投資コスト・ランニングコストが高いため民間での事業採算性に乗
りにくい分野の中で、特段に国として不可欠な投資を選んで、税制等で集中的に支援する制度を検討すべきではないか。

• 併せて、賃上げのためにも、地方で中小企業・スタートアップ等による工場立地を加速するため、支援制度の充実や規制制度の見直しに
ついて検討すべきではないか。

• AＩの利用・開発の促進や先端半導体等の製造基盤の更なる拡大を進めていくべきではないか。サーキュラーエコノミーへの移行を進め
ていくべきではないか。

• イノベーションを加速するため、スタートアップのストックオプション関連の法制度や税制を早急に使い勝手の良いものにすることが必要
ではないか。

• 利益の源泉たるイノベーションについても国際競争が進んでいる。ヨーロッパ等では、研究開発拠点の国内立地を促進するため、特許権
やソフトウェアといった知的財産から生じる所得について優遇税制を適用する制度を導入しており、OECDも、自国で研究開発が行われ
たものであれば、知的財産から生じる所得に対する税制優遇を許容している。我が国においても、海外と比べて遜色なく民間による無形
資産投資を後押しする観点から、知的財産の創出に向けた研究開発投資を促すための税制面の検討をすべきではないか。

• 企業の参入・退出を促進するため、親族や長く務めた従業員が事業を承継する場合の事業承継税制について、延長・拡充を検討すべき
ではないか。また、Ｍ＆Ａ・事業承継等の幅広い選択肢について、早い段階から相談・支援できる体制を整えるべきではないか。

• 社会的起業家を育成するため、インパクトスタートアップの認証制度における企業選定を年内早期に実施すべきではないか。

• アニメ・ゲーム・エンターテイメント・漫画・映画・音楽・放送番組等の分野について、慣行是正を含め、官民連携で一体的な施策を立案す
べきではないか。
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